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【手続補正書】
【提出日】平成30年11月21日(2018.11.21)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　現像剤担持体と、
　前記現像剤担持体の表面に対して間隙を設けて対向配置されるように支持部材に対して
固定される長尺な現像剤規制部材とを有する現像装置において、
　前記現像剤規制部材を保持する保持部材と、
　前記支持部材の固定箇所に対して前記保持部材を固定する固定手段とを有し、
　前記固定手段は、前記固定箇所に対する保持部材の固定位置を、前記間隙の広さが変わ
る方向に調整可能に構成されていることを特徴とする現像装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の現像装置において、
　前記現像剤規制部材は、前記間隙を現像剤が通過する方向に対して直交する方向であっ
て前記現像剤担持体の表面に沿う方向に長尺な部材であって、該現像剤担持体の表面上に
担持させた一部の現像剤が該間隙を通過することにより該現像剤担持体の表面と潜像担持
体とが対向する現像領域へ搬送される現像剤量を制御するものであることを特徴とする現
像装置。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の現像装置において、
　前記現像剤規制部材は、棒状部材であることを特徴とする現像装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の現像装置において、
　前記棒状部材は、断面円形状又は断面正多角形状の長尺部材であることを特徴とする現
像装置。
【請求項５】
　請求項３又は４に記載の現像装置において、
　前記保持部材は、前記棒状部材の長尺方向に沿って延びる軸の回りで前記棒状部材が回
転不能なように該棒状部材を保持することを特徴とする現像装置。
【請求項６】
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　請求項３乃至５のいずれか１項に記載の現像装置において、
　前記保持部材は、前記棒状部材の長尺方向に対して直交する方向から該棒状部材を２つ
の爪部で挟み込んで、前記現像剤担持体の表面と対向する該棒状部材の対向箇所を該２つ
の爪部によって覆わないように、該棒状部材を保持するものであって、
　前記２つの爪部のうち、前記対向箇所に対して前記間隙を現像剤が通過する方向の下流
側に位置する爪部が、前記棒状部材の長尺方向に対して直交する断面における該棒状部材
の重心位置から見て該間隙を現像剤が通過する方向の下流側に位置する該棒状部材の箇所
に当接するように構成されていることを特徴とする現像装置。
【請求項７】
　請求項３乃至６のいずれか１項に記載の現像装置において、
　前記保持部材は、前記棒状部材の長尺方向に対して直交する方向から該棒状部材を２つ
の爪部で挟み込んで、前記現像剤担持体の表面と対向する該棒状部材の対向箇所を該２つ
の爪部によって覆わないように、該棒状部材を保持するものであって、
　前記棒状部材の長尺方向に対して直交する断面における該棒状部材の重心位置から見た
前記２つの爪部がそれぞれ当接する棒状部材の当接箇所間における最小角度が１８０°よ
りも小さいことを特徴とする現像装置。
【請求項８】
　請求項３乃至７のいずれか１項に記載の現像装置において、
　前記保持部材は、前記現像剤担持体の表面と潜像担持体とが対向する現像領域を通過す
る現像剤を担持する現像剤担持体表面上の現像領域対応部分から外れた非現像領域対応位
置に対向する前記棒状部材の箇所の全周を覆うように保持することを特徴とする現像装置
。
【請求項９】
　請求項８に記載の現像装置において、
　前記非現像領域対応位置は、前記現像剤担持体の表面よりも前記棒状部材の長尺方向外
側の位置であることを特徴とする現像装置。
【請求項１０】
　請求項１乃至９のいずれか１項に記載の現像装置において、
　前記保持部材は、前記現像剤規制部材の長尺方向に離間した３つ以上の箇所を保持する
ことを特徴とする現像装置。
【請求項１１】
　請求項１乃至１０のいずれか１項に記載の現像装置において、
　前記保持部材は、前記現像剤規制部材の長尺方向に離間した２つ以上の箇所をそれぞれ
保持する２つ以上の保持部を備え、
　前記固定手段は、前記２つ以上の保持部にそれぞれ対応した前記支持部材上の各固定箇
所に対して各保持部を固定するものであって、各固定箇所に対する各保持部の固定位置を
前記間隙の広さが変わる方向に個別に調整可能に構成されていることを特徴とする現像装
置。
【請求項１２】
　請求項１乃至１１のいずれか１項に記載の現像装置において、
　前記保持部材は、前記現像剤規制部材の長尺方向に離間した２つ以上の箇所をそれぞれ
保持する２つ以上の保持部を互いに連結した構成を有し、
　前記固定手段は、前記２つ以上の保持部にそれぞれ対応した前記支持部材上の各固定箇
所に対して各保持部を固定することを特徴とする現像装置。
【請求項１３】
　請求項１乃至９のいずれか１項に記載の現像装置において、
　前記保持部材は、前記現像剤規制部材の長尺方向全域を保持することを特徴とする現像
装置。
【請求項１４】
　請求項１乃至１３のいずれか１項に記載の現像装置において、
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　前記保持部材は、前記現像剤担持体の表面と潜像担持体とが対向する現像領域を通過す
る現像剤を担持する現像剤担持体表面上の現像領域対応部分に対向する前記現像剤規制部
材の箇所を保持することを特徴とする現像装置。
【請求項１５】
　請求項１乃至１４のいずれか１項に記載の現像装置において、
　前記現像剤担持体は、回転駆動する非磁性の中空部材の内部に磁界発生手段が配置され
、該磁界発生手段により生じる磁力の作用によって磁性キャリアとトナーとを含む現像剤
を該中空部材の外周面に担持し、該中空部材の回転に伴って該現像剤を搬送するものであ
り、
　前記現像剤規制部材は、磁性部材であることを特徴とする現像装置。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の現像装置において、
　前記磁界発生手段は、少なくとも、前記間隙に最も近い位置に配置される規制磁極と、
該規制磁極よりも中空部材回転方向上流側に位置し、現像剤収容部内の現像剤を前記中空
部材の外周面上に汲み上げるための磁力を発生させる汲み上げ磁極とを有することを特徴
とする現像装置。
【請求項１７】
　請求項１乃至１４のいずれか１項に記載の現像装置において、
　前記現像剤担持体は、回転駆動する非磁性の中空部材の内部に磁界発生手段が配置され
、該磁界発生手段により生じる磁力の作用によって磁性キャリアとトナーとを含む現像剤
を該中空部材の外周面に担持し、該中空部材の回転に伴って該現像剤を搬送するものであ
り、
　前記現像剤規制部材は、非磁性部材であることを特徴とする現像装置。
【請求項１８】
　請求項１５又は１７に記載の現像装置において、
　前記磁界発生手段は、少なくとも、前記間隙に最も近い位置に配置され、現像剤収容部
内の現像剤を前記中空部材の外周面上に汲み上げるための磁力を発生させる汲み上げ・規
制磁極を有することを特徴とする現像装置。
【請求項１９】
　潜像担持体上に形成される潜像を現像装置により現像して得られる画像を記録材上に転
写して画像形成する画像形成装置において、
　前記現像装置として、請求項１乃至１８のいずれか１項に記載の現像装置を用いること
を特徴とする画像形成装置。
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